
就業支援課

若年者就業支援担当

4538

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B123
若年者実務研修雇用促進事業 労働費 労政費 雇用促進費 実務研修雇用促進事業費

埼玉県緊急雇用創出基金条例 戦略項目 04 雇用の安心

分野施策 020201 就業支援と雇用の拡大

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
繰 入 金

決定額 98,866 98,866 0 △97,456

前年額 196,322 196,322 0

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成22年度～ 根 拠
法 令平成25年度

　人材派遣会社に委託し、新卒未就職者を雇用する。
　ＯＦＦ－ＪＴを実施した上で、企業に派遣してＯＪＴ
を実施し、派遣後の正規雇用につなげていく。
・受託者(人材派遣会社)が学卒後3年以内の未就職者を
雇用　50人
・ＯＦＦ－ＪＴ2か月、ＯＪＴ3か月

（１）若年者実務研修雇用促進事業　　　　98,866千円

（１）事業内容
　　　学校卒業後3年以内の未就職者にＯＦＦ－ＪＴとＯＪＴを組み合わせた事業を実施し、知識や技術を習得させて
    雇用を促進する。
　　
（２）事業計画
　　　受託者(人材派遣会社)が失業者を雇用し、集合研修(ＯＦＦ－ＪＴ)を2か月行い、企業に派遣しての研修(ＯＪＴ)
　　を3か月行う。
　　　派遣先：県内に事業所を有する中小企業等
　　　
（３）事業効果
　　　ＯＦＦ－ＪＴと派遣先企業でのＯＪＴにより、企業のニーズに合った人材が育成され、派遣先企業への正規就職な
　　ど、雇用の促進が図れる。
　　　派遣先企業等への正規就職：7割以上を目標

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況総合
　　　なし

（５）その他(前年からの変更点)
　　　雇用人数：80人→50人、雇用期間：6か月→5か月、ＯＦＦ－ＪＴ期間中賃金：7,000円→6,000円、
　　　ＯＪＴ期間中賃金：9,500円→9,000円(県10/10)

　9,500千円×0.2＝1,900千円

前年との
対比

― 産業労働部 B123 ―
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